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This paper discusses the effect of low voter turnout of younger generation on the gen-
erational imbalance in the fiscal policy. I develop a model of the government which
maximizes the votes cast in support under the fiscal budget constraint. The result indi-
cates that the low voting rate worsens the economic position of the younger generation.
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によって表される。このとき、各世代への政府の支出を GEi とし、政府の財政収入を GR
とすれば、政府の予算制約は、
GR =∑GEi; (2)
となる。各世代の政権への支持率 ρi は自己の世代への政府支出 GEi を見て、決定すると
すれば、
ρi = ρ(GEi); (3)
となる。
ここで ρ 0 > 0; ρ 00 < 0とする。また、各世代の投票率は外生的に vyng;vold とし、各世代
の有権者数を Ni とすると、各世代の投票数 Vi は、
Vi = ρi vi Ni; (4)
によって表される。したがって、式 (1)に表される政府の目的関数 Vは、




ここで政府は、式 (2) の制約の下に式 (7) で定義される目的関数を最大化するとする。
両式より、ラグランジュ方程式を




= ρ 0(GEi) vi Ni  λ = 0; (7)
∂L









す影響を分析する。ここでは、簡単化のため世代 iは若年世代 (yng)と高齢世代 (old)の 2
4
つのみに分けられるとする。このとき、式 (9)は、












vold Nold ; (12)
































vold β ; (15)












じる。そこで今期の公債発行が若年世代の負担として将来実現する割合を δ (0 < δ < 1)、
高齢世代の負担となる割合を 1 δ とすると、各世代の政府の支持率関数 ρ()は負担の減
6
少関数となるため、
ρyng = ρ( T  δB); (17)
ρold = ρ( T   (1 δ )B); (18)
となるとする。ここで、式 (16)より、T = GR Bであるから、政府の目的関数 Vは、
V = vyng ρ(B GR δB) Nyng+ vold ρ(B GR  (1 δ )B) Nold ; (19)






∂B = Nyng vyng

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(1 d) B GR = 0; (22)
となる。このとき、政府にとっての最適な公債発行額 B は、上式を Bについて解いて、
B =
((1 δ )Nyng vyng  δ Nold vold) GR









(2δ  1) Nold Nyng vold GR
(δ  1) δ (Nyng vyng+Nold vold)2
; (24)






( ) > 0; (25)
となる。すなわち、国債発行の負担が高齢者側に賦課されるならば、若年世代の投票率の
上昇は政府に国債発行を増加させる誘引をもたらすことになる。
しかし、現実には 0:5 < δ < 1と若年者側に国債発行の負担が転嫁されると考えられる。





( ) < 0; (26)
となる。
すなわち、国債発行の負担が若年者側に転嫁されるならば、若年世代の投票率の上昇は
政府に国債発行を減少させる誘引をもたらすことになる。逆に言えば、若年世代の投票率
の下落は政府に国債発行を増加させる誘引をもたらすことになる。
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